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政権が進める軍拡による増税に反対する意見書 

 

 政府は国会で審議することもなく，昨年１２月に戦後日本の安全保障政策を大転換

させる安全保障３文書（国家安全保障戦略，国家防衛戦略，防衛力整備計画）を閣議

決定し，敵基地攻撃能力（反撃能力）の保有と，防衛費の総額を５年間で４３兆円と

する未曽有の大軍拡を進めようとしている。 

 また，安全保障３文書はＧＤＰ（国内総生産）比２パーセント以上の防衛費を掲げ

ており，財源を確保するために，増税や暮らしの予算の流用・削減などが進められよ

うとしており，実現すれば，日本は米国，中国に次ぐ世界第３位の軍事大国となる。 

 物価高騰などで暮らしと営業が大変なときに，大軍拡のための増税への怒りが急速

に広がっている。１月１０日のＮＨＫの世論調査の結果では，防衛費増額の財源確保

のため増税することに，「反対」が６１パーセントで「賛成」の２８パーセントを大き

く上回っている。同月１６日の読売新聞社の全国世論調査の結果でも，防衛費に４３

兆円を使用することに「反対」が６３パーセント，「賛成」が２８パーセントと昨年の

調査から賛否が逆転した。さらに与党支持層でも「反対」が４９パーセントと「賛成」

の４３パーセントを上回っている。 

 よって，政府においては，国民の暮らしを守り，軍拡による増税の方針を見直すこ

とを強く求める。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 

旭 川 市 議 会 


